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○ 川崎の優れた環境技術による国際貢献の推進 
○ 国連環境計画（UNEP）との連携事業の実施 
○ 中国瀋陽市との連携・協力事業の実施 
○ 環境技術情報の収集及び発信・アーカイブスペースの運営 

○ 地球温暖化対策に関する調査研究 
○ ヒートアイランド現象に関する調査研究 

○ 化学物質による健康影響に係る環境リスク評価に関する調査研究 
○ 大気拡散モデルを用いた暴露量評価に関する調査研究 
○ 化学物質の生態リスク評価に関する調査研究 
○ 環境及び発生源の揮発性有機化合物に関する調査研究 

○ 所の庶務・維持管理 
○ 研究所の成果を活かした環境教育・環境学習の実施 
○ 研究所職員向け研修等の統括 

○ 大気環境及び水環境中の化学物質に関する調査研究 
○ 環境中の化学物質分析法開発 
○ 環境省との共同研究（化学物質環境実態調査） 
○ 国立研究開発法人国立環境研究所及び地方環境研究所等との共同研究

○ 公共用水域の水質・生物調査 
○ 生物応答を利用した環境リスク評価手法に関する調査研究 
○ 水環境における生物多様性に関する調査研究 

○ 産学公民連携による共同研究事業の実施 

国際展開・環境技術情報 

環境化学物質研究 

生物学的調査研究 

産学公民連携 

○ 国際貢献の推進に向けた研究 
○ 低炭素都市に係る総合的な研究 
○ 環境施策に係る総合的な研究 

都市環境研究 
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環境リスク調査課 
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庶務・環境教育 

国際連携・研究推進 

環境リスク評価研究 

国際連携・研究推進担当

所

長

○ PM2.5の成分分析に関する調査研究 
○ アスベストに関する環境調査 
○ 酸性雨に関する調査 
○ 降下ばいじんに関する調査 
○ 国立研究開発法人国立環境研究所及び地方環境研究所等との共同研究

○ 一般環境大気常時監視測定 
○ 道路沿道環境大気常時監視測定 
○ 常時監視機器、測定局の維持管理 
○ 放射線測定及び分析（環境放射線量、原子炉周辺施設環境放射能調査）

○ 工場・事業場排出水の水質及び工程調査 
○ 土壌汚染による周辺環境に関する調査研究 
○ 汚染井戸継続調査 
○ 公共用水域における水質事故対応 

公害監視 

地域環境・公害監視課 大気環境研究 

水環境研究 

企画・広報 

○ 所の企画及び調整 
○ 有識者懇談会運営 
○ 所の広報、研究所年報刊行 
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環境総合研究所 １ １

事業推進課 １ １

庶務・環境教育 １ ２ １ １ １ ６

企画・広報 １ １

国際展開・ 

環境技術情報 
１ １ ２ ４

国際連携・ 

研究推進担当 
１ １ ２

都市環境課 １ １

都市環境研究 １ １ ２

産学公民連携 １ １ ２

環境リスク調査課 １ １

環境リスク評価研究 １ ２ ３

環境化学物質研究 １ ３ １ ５

生物学的調査研究 １ ３ １ ５

地域環境・公害監視課 １ １

大気環境研究 １ ２ ３

水環境研究 １ ２ ３

公害監視 １ ２ ３ ６

計 １ １ ４ 11 ２ 17 ２ ２ １ ７ 47

平成29年４月１日現在の在籍職員数（休職者含む） 

３ 予算・決算（平成28～30年度） 

項目 
平成28年度 

決算額 
平成29年度 

予算額 
平成30年度 

予算額 

環境総合研究所環境学習事業費 5,068千円 5,068千円 5,412千円

都市環境事業費 12,687千円 12,657千円 12,689千円

環境技術情報・国際展開事業費 26,981千円 25,302千円 22,437千円

環境リスク評価事業費  12,112千円 12,112千円 12,622千円

環境化学物質研究事業費 52,535千円 52,535千円 52,315千円

生物学的調査研究事業費 14,764千円 14,765千円 14,473千円

大気環境研究事業費 18,387千円 19,373千円 19,075千円

水環境研究事業費 8,775千円 9,406千円 9,736千円

環境モニタリング事業費 145,206千円 139,449千円 137,173千円

計 296,515千円 290,667千円 285,932千円



川崎市環境総合研究所有識者懇談会開催運営等要綱 

 (趣旨) 

第１条 この要綱は、川崎市環境総合研究所有識者懇談会（以下「懇談会」という。）の

運営に関し、必要な基本事項を定める。 

(目的) 

第２条 懇談会は、環境総合研究所（以下「研究所」という。）の事業を円滑かつ効率的

に推進するため、次に掲げる事項について委員に意見を求める。 

 (1) 研究所の企画運営に関すること。 

(2) 研究所の各事業の計画及び成果等に関すること。 

 (3) その他環境施策及び事業の推進に関すること。 

(委員) 

第３条 懇談会の委員は、次に掲げる者４名以内をもって構成し、就任を依頼する。 

 (1) 学識経験者 

 (2) その他専門的な知識を有する者

(任期) 

第４条 委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし､

再任を妨げない。 

(関係者の出席) 

第５条 懇談会が必要と認めるときは、関係者の出席を求めて意見を聴くことができる。 

(庶務) 

第６条 懇談会の庶務は、環境局環境総合研究所事業推進課において処理する。 

   附 則 

この要綱は、平成２９年６月１３日から施行する。 

参考資料２


